
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

第1回逢瀬川及び谷田川流域水害対策検討会

令和４年１０月１７日

国土交通省 東北地方整備局

「流域治水」の実効性を高める
「流域治水関連法」の改正概要等について

～特定都市河川指定について～
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東北各地で頻発化・激甚化する水災害
〇東北は西日本と比べ、降雨は少ない傾向
〇しかし、近年、毎年のように過去最大の降雨を記録し、大規模な洪水が発生

雄物川（秋田県）
H29.7洪水、H29.8洪水、H30.5洪水

岩木川（青森県）H25.8洪水、R4.8洪水

R4.7 前線による大雨
［鳴瀬川水系名蓋川 堤防決壊（宮城県）］

下風呂雨量観測所：過去最大を記録
しも ふ ろ

R1.10令和元年東日本台風
［丸森町市街地 氾濫状況（宮城県）］
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水災害の激甚化(近年、１時間最大雨量の既往最大を更新した観測所がある市町村)

※気象庁雨量観測所（HP：気象統計情報）及び国交省雨量観測所（水文・
水質データベース）のデータを基に集計・整理。

黒 字 ：H25～R4年8月、１時間最大雨量の既往最大を更新した観測所がある市町村

：H25～R4年8月で2回以上、1時間最大雨量の既往最大を更新した観測所がある市町村

H25年～R4年8月迄に1時間最大雨量の
既往最大を更新した市町村

県 名 １時間最大雨量の既往最大を更新した観測所がある市町村

青森県
五所川原市、野辺地町、鰺ヶ沢町、弘前市、黒石市、むつ市、平川市、東北町、三沢市、
平内町、七戸町、六ケ所村、深浦町、大鰐町

岩手県

盛岡市、花巻市、二戸市、八幡平市、雫石町、紫波町、宮古市、大槌町、遠野市、

釜石市、北上市、住田町、陸前高田市、一関市、西和賀町、洋野町、岩手町、岩泉町、

滝沢市、一戸町、葛巻町、久慈市、大船渡市、山田町、普代村、奥州市、金ケ崎町

宮城県
栗原市、石巻市、東松島市、女川町、仙台市、岩沼市、川崎町、柴田町、七ヶ宿町、

蔵王町、丸森町、気仙沼市、大衡村、加美町、白石市、南三陸町、登米市、大崎市

秋田県
北秋田市、鹿角市、大館市、仙北市、秋田市、湯沢市、由利本荘市、にかほ市、

男鹿市、横手市、大仙市、東成瀬村、五城目町、八峰町、藤里町、能代市

山形県

鶴岡市、真室川町、庄内町、西川町、長井市、東根市、上山市、村山市、最上町、

戸沢村、大蔵村、山形市、米沢市、寒河江市、鮭川村、大江町、高畠町、金山町、

飯豊町

福島県

伊達市、南相馬市、田村市、猪苗代町、郡山市、いわき市、石川町、古殿町、広野町、

新地町、福島市、大玉村、川内村、南会津町、只見町、三春町、浪江町、白河市、

天栄村、相馬市、二本松市、喜多方市

都道府県境

【凡 例】

雨量観測所無し

H25～R4年8月で2
回以上、１時間最大
雨量の既往最大を
更新した観測所が
ある市町村

H25～R4年8月、１
時間最大雨量の既
往最大を更新した観
測所がある市町村

福島市

国見町
桑折町

伊達市

川俣町
飯舘村

南相馬市

双葉町
大熊町
富岡町川内村

楢葉町

石川町

須賀川市
天栄村下郷町

昭和村
只見町

桧枝岐村

西郷村
鏡石町玉川村
矢吹町

白河市

棚倉町

浅川町

鮫川村

塙町

矢祭町

相馬市

新地町

二本松市

葛尾村浪江町
田村市

北塩原村
喜多方市

磐梯町会津坂下町

金山町
三島町

柳津町
会津美里町

会津若松市

遊佐町

真室川町

金山町

最上町新庄市
鮭川村

戸沢村

酒田市

大蔵村

舟形町

大石田町

村山市

東根市

天童市

河北町
西川町

大江町

朝日町

白鷹町
山形市

中山町
山辺町

上山市
南陽市

長井市

小国町

飯豊町

川西町

米沢市

最上川

赤川

女川町
東松島市

松島町
大郷町

涌谷町

登米市 南三陸町

栗原市

大崎市

加美町

色麻町
大衡村

大和町
富谷町

利府町

名取市
川崎町

蔵王町
村田町
柴田町

大河原町亘理町

山元町
角田市

丸森町

白石市 阿武隈川

名取川
鳴瀬川

旧北上川

北上川

二戸市

一戸町

軽米町
洋野町

葛巻町

岩手町

八幡平市

雫石町

岩泉町

宮古市

盛岡市

矢巾町

紫波町

花巻市

西和賀町

北上市

遠野市

山田町

大槌町

釜石市

住田町

大船渡市

陸前高田市

奥州市

金ヶ崎町

一関市
平泉町

普代村

田野畑村

鹿角市

小坂町

北秋田市

男鹿市

大潟村

五城目町
八郎潟町

井川町
潟上市

仙北市

秋田市

大仙市

由利本荘市

湯沢市

羽後町

横手市

美郷町

大館市

子吉川

雄物川

米代川

藤里町八峰町

能代市

三種町

東通村

大
間
町

むつ市

風間浦村

岩木川
高瀬川

馬淵川
藤崎町

板柳町

五所川原市
つがる市

中泊町

鶴田町

五所川原市

中泊町 今別町

外ヶ浜町

蓮田村

西目屋村

深浦町

十和田市

新郷村

三戸町

田子町

五戸町

六戸町 おいらせ町

三沢市

六ヶ所村

横浜町

平内町

青森市

黒石市

八戸市

階上町南部町

平川市

青森県

岩手県
秋田県

宮城県

中
島
村

泉
崎
村

田舎館村

久慈市

福島県
郡山市

大鰐町

九戸村

野田村

高畠町

本宮市
大玉村

猪苗代町

尾花沢市

気仙沼市

鶴岡市山形県

滝沢市

仙台市

美里町

多賀城市
七ヶ浜町
塩竃市

岩沼市

にかほ市

石巻市

七ヶ宿町

弘前市

鰺ヶ沢町

野辺地町

七戸町

南会津町
いわき市古殿町

平田村
広野町

小野町

東北町

佐
井
村

外
ヶ
浜
町

上
小
阿
仁
村

東
成
瀬
村

三
川
町

庄
内
町

西
会
津
村

湯
川
村

三
春
町

寒
河
江
市

・東北の市町村のうち、雨量観測所が設置されているのは164。
・過去10年間（H25～R4年8月）で、1時間降水量の記録を更新
した市町村は116。
・このうち、過去10年で2回以上記録更新した市町村は58。
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気候変動の影響による短時間豪雨の発生状況

〇過去４６年間（Ｓ５１～Ｒ３）における短時間豪雨（80mm/h以上）の発生状況（全国・東北）

（※全国1300地点（気象庁観測所）を基にした国交省調査による。

東北6県発生回数

統計開始の1976年～2011年までの
期間においては、発生回数は数回
程度であった。

東北地方における時間雨量80mm以上の降雨の年間発生回数
（回）
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（※全国1300地点（気象庁観測所）を基に集計、1976年統計開始〈気象庁HPより〉）

全国における時間雨量80mm以上の降雨の年間発生回数

全国47都道府県発表回数
統計開始後の10カ年と近10カ年の平均発生回
数は“約1.7倍”に増加している状況

平均約14回／10年

平均約24回／10年
（回）
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東北地方整備局東北地方整備局
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東北地方整備局東北地方整備局
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東北地方整備局東北地方整備局
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特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和３年法律第３１号）



特定都市河川の指定要件の見直し ～地方部を含む全国の河川に拡大～
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１．流域治水の計画・体制の強化 【特定都市河川法】



10

２．氾濫をできるだけ防ぐための対策 【河川法、下水道法、特定都市河川法、都市計画法、都市緑地法】



11

３．被害対象を減少させるための対策 【特定都市河川法、都市計画法、防災集団移転特別措置法、建築基準法】



12

特定都市河川法の制度・施策等
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＜特定都市河川の一覧＞

首都圏

中部圏

近畿圏

白地図（国土地理院）を加工して作成

中国圏

○「流域治水」の本格的な実践に向けて、令和３年１１月１日に全面施行された流域治水関連法の中核をなす特定都市
河川浸水被害対策法に基づき、特定都市河川の指定を全国の河川に拡大

○流域治水関連法施行後の全国初の指定となった大和川水系大和川等をはじめ、１１水系１２６河川が指定されている

凡例

特定都市河川
特定都市河川流域

特定都市河川（流域治水関連法施行後）

特定都市河川流域（流域治水関連法施行後）

特定都市河川の指定状況 （令和４年度７月末時点）

特定都市河川指定（流域治水関連法施行後）に係る情報

 R3.12.24指定：大和川水系大和川 （奈良県）

 R4. 7.25指定：江の川水系江の川 （広島県・広島市）

 R4. 7.25指定：本川水系本川 （広島県） 14



「流域治水」の本格的な実践に向けた大和川水系大和川等の特定都市河川への指定

大和川水系流域図

大和川
特定都市河川指定

亀の瀬(狭窄部)

：特定都市河川（国管理区間）
：特定都市河川（県管理区間）
：特定都市河川流域
：行政界

河川区間：大和川水系大和川他 計18河川
流域面積：712㎞2（流域内の市町村数 25）

大和川流域総合治水対策の推進（S60～）

○河川改修や水路改修等の推進

○奈良県平成緊急内水対策事業に着手 （H30.5～）

喫緊の課題である内水浸水被害の解消に向け、市町村と連携し、対策
に必要な貯留施設を整備

特定都市河川 R3.12.24指定

特定都市河川に指定し、法的枠組みのもとで「流域治水」を強力に推進
～流域治水関連法の施行後、全国初の指定～

○河川整備の加速化
流域水害対策計画に基づく河道
掘削や遊水地等の整備を加速化

ハード整備の加速化
流域における

貯留・浸透機能の向上
水害リスクを踏まえた

土地利用

髙田土木事務所駐車場
地下貯留施設

（大和高田市栄町）

ため池治水利用
（天理市庵治町）

○貯留施設の整備
流域で雨水を貯留・浸透させ、水
害リスクを減らすため、公共や民間
企業等による雨水貯留浸透施設の
整備を促進

○ため池の治水利用
既存ため池を治水に活用するための
放流口の改修等を促進

補助率の嵩上げ（補助率1/3⇒1/2）
固定資産税を1/6～1/2 に軽減

公共・民間による対策への補助
金、税制優遇等の制度を活用

市街化編入抑制区域※の指定状況
※市街化調整区域内の土地の区域であって、10年につき1回の割合
で発生するものと予想される降雨が生じた場合において想定される
浸水深が50㎝以上の土地の区域

○浸水被害防止区域の指定
○貯留機能保全区域の指定
条例で指定する『市街化編入
抑制区域』等を中心に区域の
指定を検討

その土地で農業等を営む方の住宅の建築
⇒床面高さや構造安全の確保が必要となる

農地における食料品店や診療所の建築
⇒原則、開発禁止となる※

※R4.4.1改正都市計画法施行後

雨水貯留浸透施設整備に対する主な支援

＜浸水被害防止区域の指定による
規制の例＞

大阪府

奈良県

大和川流域総合治水対策協議会（R3.7.19開催）
流域自治体より特定都市河川の指定を要望

○大和川流域における総合治水の推進に関する条例(奈良県)の施行
流域における新たな課題の解決に向けた取組の強化 （H30.4.1～）

総合治水の取組を体系的に実施
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江の川

小似川

宮地川

今井谷川

西浦川

多治比川

大又川

安芸高田市

北広島町

邑南町

広島市
安佐北区

東広島市

三次市

土師ダム

江の川

粟屋地点

「流域治水」の本格的な実践に向けた江の川水系江の川等の特定都市河川への指定

•江の川・馬洗川・西城川の３川が合流し、
人口資産が集積する三次盆地を形成

•上流沿川は主に農地が多く集落が点在

河道等の整備のみでは早期の浸水被害解消が困難であり、
特定都市河川の指定により、「流域治水」を本格的に実践

近年の水害、気候変動による激甚化・頻発化を踏まえた「流域治水」の取組強化江の川上流部（広島県）の特徴

法的枠組み（特定都市河川制度）を活用した「流域治水」の本格的実践•上流部では、R3.8豪雨により支川合流部等で甚大な被害が発生

•中下流部(島根県域)まで狭窄部地形が続き、狭窄部の解消は困難、
上下流バランスを踏まえ下流に影響を及ぼす整備には長期間を要する

江の川（粟屋地点上流）
特定都市河川の指定
R4.7.25 指定 江の川

西城川
馬洗川

江の川

三次市街地

R3.3 江の川水系 流域治水プロジェクト策定・公表

R3.8 前線性豪雨により、江の川支川多治比川の
決壊や内水を含め、浸水30箇所、浸水戸数
603戸の甚大な被害が発生
(上流部ではH30,R2にも浸水被害が発生)

R3.11 改正特定都市河川浸水被害対策法の施行
（特定都市河川を全国の河川に拡大）

R4.3 特定都市河川指定に向けて関係者間で合意

山地

農地

宅地

13.5% 3.1%

83.4%

農地 宅地 山地

83.4%

13.5% 3.1%

江の川流域 (粟屋地点上流)
土地利用状況（H28）

R3.8豪雨
多治比川

吉田地区の
浸水状況

床上 床下
105戸 126戸

江の川上流
沿川自治体と
国土交通省・
広島県との
意見交換会

（R4.2.16）

【流域治水対策の方針】

○支川合流部や狭窄部等の水害リスクの高い地域を有する地形特性を踏まえ、

①流出抑制対策やまちづくりと一体となった河川整備・内水対策を集中的に実施

②流域の貯留機能を最大限に保全・活用

等により、特定都市河川流域全体の取組により、安全度を早期に向上させる

② 流域の貯留機能を最大限に保全・活用

・開口部等の貯留機能を発揮している土地を保全

・水田に降った雨をゆっくりと排水する「田んぼダム」を推進

・流域内の既存ため池の治水活用を検討 等

① 流出抑制対策やまちづくりと一体となった河川整備・内水対策を集中的に実施

・安芸高田市中心部を流れる多治比川等において、
開発等に伴う流出の抑制や土地利用規制等とあわせて
実施するハード整備への予算を重点化

特定都市河川流域で活用できる
法的枠組み・予算・税制等

特定都市河川浸水被害対策推進事業等の活用

開発等に伴う流出増への対策の義務化
（雨水浸透阻害行為の許可）

リスクの低い地域への居住誘導・住まい方の工夫
（浸水被害防止区域の指定）

貯留機能を有する土地への盛土等に対する勧告等
（貯留機能保全区域の指定、指定した土地の減税）

雨水貯留浸透施設に対する補助率嵩上げ・減税
（補助率1/3→1/2,固定資産税1/6~1/2に軽減）

令和４年度「田んぼダム」実証調査エリア
（安芸高田市吉田町可愛地区）

江の川

吉田町
可愛地区

取組イメージ

江の川・多治比川合流部
（安芸高田市吉田地区）

江の川

多治比川

築堤掘削

護岸

断面イメージ

HWL

日本海

ため池

江の川

ため池治水利用モデル地区
（三次市）

N

河川区間：江の川水系江の川他 計43河川
流域面積：670㎞2（三次市、安芸高田市、北広島町、広島市の各一部）

あ わ や

：特定都市河川（国管理区間）
：特定都市河川（県管理区間）
：特定都市河川流域
：行政界

N

排水枡

流出調整板

水位調整板

馬洗川

西城川

江の川

さいじょうがわ

ばせんがわ

ごうのかわ

神野瀬川

広島県

島根県

三瓶山

阿佐山

凡例
：0    ～100m
：100～200m
：200～500m
：500m以上
：県境
：流域界

粟屋地点

かんのせがわ
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公共施設等適正管理推進事業債
【事業期間】
令和４年度～令和８年度

【地方財政措置】
起債充当率９０％ 交付税措置率３０～５０％

緊急浚渫推進事業債
【事業期間】
令和２年度～令和６年度

【地方財政措置】
起債充当率１００％ 交付税措置率７０％

地方公共団体が管理する河川等に対する支援（地方債の活用事例）

○地方公共団体が単独で実施する「防災・減災、国土強靱化対策」および「公共施設等の老朽化対策」を推進するため、
地方債制度により、国土交通省と総務省が協調して支援を実施。

防災・減災に資する河川改修等

緊急自然災害防止事業債
【事業期間】
令和３年度～令和７年度

【地方財政措置】
起債充当率１００％ 交付税措置率７０％

計画的な維持管理のための浚渫 河川管理施設の老朽化対策

【主な要件等】
地方単独事業として実施される事業のうち以下のもの

○国庫補助の要件を満たさない河川改修等

・総事業費１０億円未満の一級、二級河川の改修

・総事業費４億円未満の準用河川の改修

・普通河川の改修 など

○流域治水プロジェクトに位置づけられた流域対策

・雨水貯留浸透施設の整備、二線堤の築造

・移動式排水施設の整備 など

【主な要件等】
地方単独事業として実施される事業のうち以下のもの

○一級河川、二級河川、準用河川、及び普通河川におけ

る緊急的に実施される浚渫

【主な要件等】
地方単独事業として実施される事業のうち以下のもの

○排水機場、水門、樋門・樋管等の機能に致命的な影響を

与えない部分の改修

○樋門・樋管等において国庫補助の要件を満たさない規模

（事業費が概ね5千万円未満）の改修・更新

○護岸・堤防の改修

〇ダム本体及び周辺施設等において国庫補助の要件を満

たさない規模（事業費が概ね4億円未満）の改修・更新
Before After

二級河川における活用事例

Before After

準用河川における活用事例
移動式排水施設の整備

フラップゲートにおける活用事例

Before After
Before After

普通河川における活用事例
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東北地方整備局東北地方整備局
東北地方整備局支援チームの設置

流域治水の推進にあたり、関係自治体のニーズに応じて、
支援チームが一丸となって支援

用地部

＜メンバー＞
• 用地調査官
• 用地対策課
• 関係各課

＜役割分担＞
• 自治体支援メニュー
検討及び調整（行政
需用費、用地補償関
係等）

流域治水の推進に係る自治体支援体制

道路部建政部

＜メンバー＞
• 道路調査官
• 地域道路課
• 関係各課

＜役割分担＞
• 自治体支援メニュー
検討及び調整（県道、
市町村道等関係事業
等）

＜メンバー＞
• 都市調整官
• 都市・住宅整備課
• 関係各課

＜役割分担＞
• 自治体支援メニュー
検討及び調整（まち
づくり関係事業等）

河川部 関係事務所

＜メンバー＞
• 河川調査官
• 地域河川調整官
• 河川計画課
• 関係各課

＜役割分担＞
• 局内窓口、とりまとめ
• 自治体支援メニュー検討
及び調整（関連事業全般）

• 河川事業計画関係
• 農地対策（代替地、占用）
• 家屋移転対策
• 流域対策関係 等

＜メンバー＞
• 事務所長
• 副所長（河川）
• 事業対策官
• 関係各課

＜役割分担＞
• 自治体との連絡調整
• 現地対応（地権者、地
域住民等）

• 自治体支援メニュー
検討及び調整（関連
事業全般）

※関係部署が連携
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【問合せ窓口】
TEL：022-225-2171

河川部 河川計画課 岩沢（E-mail：iwasawa-h82ac@mlit.go.jp）
大場（E-mail：ooba-f82ac@mlit.go.jp）

mailto:iwasawa-h82ac@mlit.go.jp
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